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１．スマート農業支援人材を育成する必要性 

 2020 年農林業センサスでは，気象情報，市況

，営農情報などのデータを活用している農業経

営体数は 18 万 3 千経営体で，農業経営体に占

める割合は 17.0％となっている．そのうちデ

ータを活用した農業を行っている団体経営体

数は 1万 8千経営体で，団体経営体に占める割

合は 45.6％となっている．今後とも，データを

利活用したスマート農業の実践事例を増やし

ていくには，スマート農業を実践する農業経営

体をサポートする人材の確保・育成やサポート

体制の確立が求められるであろう． 

 また，スマート農業技術の研究開発や普及に

は，農業経営体，農業機器メーカー，大学や研

究機関等の様々なステークホルダが関わるが，

それらステークホルダは専門用語（言語体系）

や活動の背景，根本的な達成目標が異なると考

えられる．そこで，それぞれの知識体系やその

背景にあるコンテクストを理解し，相互の知識

転換を円滑に行う知識通訳（末永，2006）の役

割を担う存在が必要となる． 

 

２．高等教育機関が行う社会人向けスマート農

業教育 

 社会人等がスマート農業を体系的に学ぶこ

とができる教育プログラムを有する大学等の

高等教育機関としては，農林水産省スマート農

業教育推進委託事業におけるスマート農業教

育拠点校としてスマート農業の社会実装に向

けた教育プログラムを開発・実施している北海

道大学，データ駆動型農業を理解する次世代の

農業人材を育成するために植物生理学の基礎

からデータ活用方法までを幅広く学ぶことが

できるオンライン講座「IoP 塾」を開発・実施

している高知大学，ドローン運用や GIS（地理

情報システム）の利活用を中心に学ぶ「信州Ｉ

ＣＴ農業人材育成プログラム」を開発・実施し

ている信州大学などがある．また，スマート農

業の支援人材の育成に特化した「スマート農業

指導士育成プログラム」を開発・実施している

秋田県立大学がある． 

 本報告では，秋田県立大学の取り組みを取り

上げる．スマート農業の支援人材が習得すべき

スマート農業に関するリテラシーとは，生産・

経営課題を抽出するコンサルティング技術，農

業生産・経営に関する各種データを分析・解釈

できる知識，課題解決に必要となるスマート農

業技術を選択し提案できる知見，技術導入効果

の試算手順，スマート農業に関連する施策・事

業・法令の知識などであると考えられる． 

 そこで，2022年度より開講した「スマート農

業指導士育成プログラム」は，図 1に示す通り

「スマート農業総論」「RT（ロボット技術）」「

ICT・IoT」「農業普及」の 4 つの学習領域で構

成されている． 

 学習領域「スマート農業総論」では，スマー

ト農業が期待される背景や経営上の効果，スマ

ート農業の社会実装状況とそれらを推進する

施策について学ぶ．これに加えて，スマート農

業の基盤となる技術要素（クラウドコンピュー

ティング，機械学習，リモートセンシング等）

を学ぶ． 

 学習領域「RT（ロボット技術）」では，農業

分野で導入が進むロボット・自動化技術，ドロ

ーン技術について，それらの開発の背景，現有

する機能，実装状況，サービス市場に展開して

いる商品の特徴を学ぶ． 

 また，スマート農業では，ロボット化・自動

化による省力化だけでなく，生育データや環境

データ等を生産活動や経営活動に活用してい

くことが重要なポイントとなる．そこで，学習

領域「ICT・IoT」では，農業分野での導入が進

む ICT・IoT 技術について，それらの開発の背

景，現有する機能，実装状況，データの利活用

手法を学ぶ． 

 さらに，スマート農業技術の導入が目的では

なく，あくまで経営上の課題解決を図ることが

ゴールである．そこで学習領域「農業普及」で

は，支援対象となる農業経営体や産地の課題を

抽出し，その課題解決を図るために適用するス

マート農業技術とその費用対効果，支援活動計

画等をまとめた，スマート農業普及活動計画を

立案する．この過程を通じて，生産・経営課題

抽出のためのコンサルティング手法，スマート

農業技術をツールとした生産・経営改善指導手

法を学ぶ． 

 講師には，秋田県立大学の教員をはじめ，JA
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グループ，試験研究機関，農機メーカーやシス

テム会社などの実務家に加え，スマート農業技

術を実際に導入している農業経営者やスマー

ト農業技術の普及を図る農業普及関係者など

を招聘している．同プログラムは，オンライン

中心の座学と対面で実施する演習を組み合わ

せた約 65 時間のブレンド型ハイブリッドラー

ニングとなっている．座学は，法人向け eラー

ニングサービスを利用した講義動画の配信に

よるオンライン・オンデマンド型講義が中心と

なっている．演習は，秋田県立大学アグリイノ

ベーション教育研究センター（以下，AIC）圃

場においてロボット農機に試乗したり，ドロー

ンによる模擬散布作業を行ったり，特定圃場の

収量をデータ化する等，対面で実践的な学びを

行っている．県職員（普及指導員）や市町村職

員，JAグループ職員，農業従事者，農業関連団

体・事業者，高等学校教員などの異なる立場の

者が様々な視点からスマート農業を学んでお

り，2022 年度から 2024 年度までの 3カ年で 70

名が受講し，67 名がスマート農業指導士とし

て認定されている．2025年度は 24名が受講中

である． 

 

３．スマート農業指導士育成プログラムの新た

な展開 

 秋田県立大学では，公益財団法人いしかわ農

業総合支援機構が行う農業人材育成に対して，

石川県の震災復興を支援する一環として，スマ

ート農業指導士育成プログラムの提供などの

協力･支援を行っている。2024 年度は JA 全農

石川県本部，いしかわ農業総合支援機および農

業法人からの 3名の受講者に対して，オンデマ

ンド講義の全てのコンテンツの視聴を許可し，

「スマート農業普及論①」および「機械学習演

習」の受講，最終課題発表会でのスマート農業

普及活動計画の発表を受け入れている．2025

年度は農業法人の後継者等 5 名と JA 全農石川

県本部 1名の受講者に対して，本学教員からの

ガイダンスを受けた上で，オンデマンド講義の

全てのコンテンツの視聴を許可し，「スマート

農業普及論①」の受講を受け入れている．今後

は，最終課題発表会でのスマート農業普及活動

計画の発表を受け入れる予定である． 

 また，広島県農林水産局からの依頼を受け，

普及職員や行政職員，試験場研究員を参集した

「農政課題解決力向上研修」に出講し，「スマ

ート農業普及論①」を基にした講義・演習を実

施している。 

 今後も，秋田県内にとどまらず，農業人材や

農業支援人材の育成に取り組む他機関との連

携を推し進めていくことを検討したい． 
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図１ 秋田県立大学・スマート農業指導士育成プログラムの構成と学習領域 

実務家教員や実務家による講義（オンデマンド型オンライン講義が中心）
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企業等と連携した演習（AIC圃場またはオンラインで実施）

最終課題：スマート農業普及活動計画・営農指活動計画・経営改善計画

• ロボット農機演習
• 農業用ドローン演習
• 農業機械データ利活用演習

• スマート農業における技術要素・演習<機械学習＞
• 農業環境データ利活用演習
• 農作業データ利活用演習




